
『
核
抑
止
力
』
論
を
乗
り
こ
え
核
廃
絶
の
決
断
を

「
核
兵
器
の
な
い
世
界
」
の
実
現
に
む
け
て
、
い
ま
重
要
な
節
目
を
迎

え
て
い
ま
す
。

昨
春
の
オ
バ
マ
米
大
統
領
の
プ
ラ
ハ
演
説
以
降
、
核
兵
器
廃
絶
へ
の
新

た
な
機
運
が
広
が
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
一
方
で
、
ア
メ
リ
カ
の
上
院
で

は
、
共
和
党
議
員
ら
が
、
核
兵
器
近
代
化
の
予
算
を
強
く
要
求
し
、
オ
バ

マ
大
統
領
自
身
も
「
核
兵
器
の
な
い
世
界
」
実
現
へ
の
決
意
を
表
明
し
な

が
ら
も
、
「
お
そ
ら
く
私
の
生
き
て
い
る
う
ち
に
は

達
成
さ
れ
な
い
だ
ろ
う
」
と
の
べ
、
「
核
抑
止
力
」

は
必
要
で
あ
る
と
も
主
張
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
昨
年
の
国
連
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
年
次
総
会
が

「
核
兵
器
の
使
用
や
使
用
の
脅
し
に
基
づ
く
『
核
抑

止
力
』
論
と
の
対
決
」
を
表
明
し
た
よ
う
に
、
圧
倒

的
多
数
の
声
は
核
兵
器
廃
絶
で
す
。

被
爆
国
国
民
の
声
を
署
名
に

核
兵
器
廃
絶
へ
の
前
向
き
の
変
化
を
つ
く
り
だ
し
て
き

た
根
本
の
力
は
、
被
爆
者
を
先
頭
と
す
る
、
世
界
の
人
々

の
世
論
と
運
動
で
し
た
。
こ
の
変
化
を
現
実
の
前
進
に
む

す
び
つ
け
る
に
は
、
こ
れ
ま
で
に
も
ま
し
て
反
核
世
論
を

大
き
く
結
集
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

５
月
の
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検
討
会
議
に
は
、
日
本
か
ら
約
２
０
０
０
人
、
京
都

か
ら
７
０
人

が
参
加
す
る
予
定
で
す
。
圧
倒
的
な
被
爆
国
民
の
声
を
署
名

に
託
し
、
国
連
や
諸
国
政
府
を
動
か
し
、
核
兵
器
の
な
い
世
界
へ
の
転
換

を
め
ざ
し
て
具
体
的
な
一
歩
を
踏
み
出
さ
せ
る
た
め
に
、
あ
な
た
の
署
名

を
お
願
い
し
ま
す
。

世界の
指導者は核兵器廃絶の交渉再開を
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自民が徴兵制検討を示唆
（自民党憲法改正推進本部）

新聞報道によると、自民党憲法改正
推進本部（本部長・保利耕輔前政調会
長）は３月４日の会合で、徴兵制導入
の検討を示唆するなど保守色を強く打
ち出した論点を公表したとのこと。
夏の参議院選挙を前にして自民党は、
離党議員が相次ぎ、「谷垣おろし」な
ど内輪もめに明け暮れ、構造改革への
反省もなく、鳩山内閣の支持率が落ち
ても自民支持が増えないのが現状。
このような現状を打開しようと、離
反した保守層の再結集をはかり、参議
院選挙出の前進に結びつけるのが狙い
などと報道されています。
徴兵制の再検討など絶対許すわけに
はいきません。”憲法９条守ろう”の
世論をさらに大きく広げましょう。



移転先で迷走する鳩山内閣

みなさん、普天間基地の「移設先」探し

で、鳩山民主党政権の混迷が深まっていま

す。昨年秋以降、東京（硫黄島）、静岡、佐賀、鹿児島、沖縄県内、

海外ではグアムなど、さまざまな候補地が浮上しましたが、すべて

の候補地で、自治体・住民が「受け入れ反対！！」と、怒りや抗議

の声をあげています。

沖縄県民は「新基地反対」でキッパリ

１月の名護市長選挙で、「辺野古に基地はつくらせない」と公約

した稲嶺進市長が当選し、市民の新基地建設反対の意思が明確に示

されました。2月24日には、沖縄県議会が全会一致で、「普天間

基地閉鎖・早期返還。沖縄県内移設反対の意見書」を採択していま

す。

米軍が銃剣とブルドーザーで建設した基地

そもそも普天間基地は、1945年の沖縄地上戦の時に、アメリカ

軍が沖縄県住民を強制収容所に入れ、国際法に違反し、住民の土地

を一方的に奪ってつくられました。いますぐ、アメリカは謝罪し、

無条件に普天間基地を返還すべき

です。

アメリカの戦争の足場にされてきた沖縄

沖縄の米軍基地はこれまで、イラクやアフガニスタンの戦争など、

アメリカが起こした戦争の足場にされてきました。「正義と秩序を

基調とする国際平和を誠実に希求」すると宣言し、「武力放棄」

「戦力不保持」を決めた『日本国憲法９条』と軍事基地はもともと

相容れません。今こそ、「米軍基地の縮小・撤廃」の世論を大きく

広げ、「普天間基地の無条件返還」の声を政府に突き付けましょう。

国
会
法
の
改
悪
は
大
問
題

民
主
党
が
国
会
法
を
改
正
す
る

法
案
を
提
出
し
よ
う
と
し
て
い
ま

す
。
こ
の
狙
い
は
、
こ
れ
ま
で

「
憲
法
９
条
の
下
で
は
、
海
外
で

の
武
力
行
使
は
許
さ
れ
な
い
」
と

し
て
き
た
、
内
閣
法
制
局
長
官
の

“
憲
法
解
釈
”
を
封
じ
込
め
る
こ

と
に
あ
り
ま
す
。
『
憲
法
』
は
、

主
権
者
で
あ
る
国
民
が
、
政
府
や

国
会
が
勝
手
な
こ
と
を
し
な
い
よ

う
に
、
縛
る
た
め
の
も
の
で
す
。

そ
の
『
憲
法
』
の
解
釈
が
、
政
府

に
よ
っ
て
勝
手
に
変
更
さ
れ
る
、

こ
ん
な
こ
と
は
国
民
主
権
の
基
本

原
則
の
観
点
か
ら

許
さ
れ
ま
せ
ん
。
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